
人権の擁護　29

１

３

４

５

北朝鮮当局によって拉致された被害者等

　平成18年6月、北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の認識を深める
とともに、国際社会と連携しつつ北朝鮮当局による人権侵害問題の実態を解明
し、その抑止を図ることを目的とする「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵
害問題への対処に関する法律」が施行されました。この法律では、国及び地方公
共団体の責務等が定められるとともに、毎年12月10日から16日までの１週間
を「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」とすることとされました。
　同週間中、政府主催国際シンポジウムを始めとする様々なイベントの開催や、
電車内の中吊り広告やインターネット広告、新聞広告等の各種メディアによる周
知・広報などの様々な活動が行われています。

13 ホームレス

政府主催国際シンポジウム

ポスター「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」

　平成14年に制定された「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」で
は、ホームレスの自立の支援等に関してはホームレスの人権に配慮することが定
められています。
　また、同法に基づき、平成30年7月にホームレスの実態に関する全国調査の
結果を踏まえて策定した「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」では、
ホームレス及び近隣住民の双方の人権に配慮しつつ、啓発広報活動、人権相談等
の取組により、ホームレスの人権の擁護を推進することが必要であること等が盛
り込まれています。
　これらも踏まえ、法務省の人権擁護機関では、ホームレスに対する偏見や差別
の解消を目指して、人権啓発活動や人権相談、調査救済活動に取り組んでいます。

14

ホームレスとなった人々に対して、嫌がらせや暴行を加える事案が発
生しています。ホームレスの人権に配慮するとともに、地域社会の理
解と協力が必要です。

北朝鮮当局による日本人拉致は、我が国に対する主権侵害であるとと
もに、重大な人権侵害です。拉致問題は、我が国の喫緊の国民的問題
です。これを始めとする北朝鮮当局による人権侵害問題への対処が、
国際社会を挙げて取り組むべき課題とされる中、この問題についての
関心と認識を深めていくことが大切です。

　政府は、性的マイノリティに対する不当な差別や偏見はあってはならないとの
認識の下、多様性が尊重され、全ての人が生き生きとした人
生を送ることのできる共生社会の実現を目指しており、公共
施設、医療、就業、学校、社会福祉等の様々な場面で生じて
いる性的マイノリティに関する様々な課題について、関係府
省が横断的に連携しながら、取組を進めてきました。

性的マイノリティ（性的少数者）であることを理由とする偏見や差別
により、苦しんでいる人々がいます。これらの人々は、社会の中で偏
見の目にさらされ、昇進を妨げられたり、学校生活でいじめられたり
するなどの差別を受けています。

■ホームレスに対する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数
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「Ｍｙじんけん宣言・性的マイノリティ編」
特設サイト

16

１

３

４

５

人身取引（性的サービスや労働の強要等）

ポスター「人身取引対策」 リーフレット「人身取引対策」

　こうした中、令和５年６月に、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの
多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が成立・施行されました。同法
に規定する「全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデンティティにか
かわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるも
のである」との基本理念にのっとり、関係府省が連携しながら、各種施策が進め
られていくこととなります。
　法務省の人権擁護機関では、性的マイノリティに関する偏見や差別の解消を強
調事項として掲げ、講演会等の開催や啓発冊子の配布等の各種人権啓発活動を実
施するとともに、人権相談、調査救済活動に取り組んでいます。また、令和５年
３月には、企業・団体における性的マイノリティに関する取組を促進するととも
に、社会全体の性的マイノリティの方々に対する理解の増進に資するよう、企
業・団体の取組事例を紹介する特設サイト「Myじんけん宣言・性的マイノリテ
ィ編」を開設しています。　

推進しています。また、同計画に基づき、関係閣僚から成る「人身取引対策推進
会議」を随時開催し、我が国における人身取引の実態の把握、人身取引の防止・
撲滅及び被害者の保護を推進するとともに、このような取組について広報を行い、
被害に遭っていると思われる者を把握した際の通報を呼び掛けるなど、関係省庁
が協力して取組を進めています。
　法務省の人権擁護機関では、人身取引についての関心と理解を深めるため、各
種人権啓発活動を実施するとともに、人権相談、調査救済活動に取り組んでいま
す。  

人身取引（性的サービスや労働の強要等）は重大な人権侵害であり、
人道的観点からも迅速・的確な対応が求められています。これは、人
身取引が、その被害者に対して深刻な精神的・肉体的苦痛をもたらし、

その被害の回復は非常に困難だからです。

　政府は、令和４年12月に策定された「人身取引対策行動
計画2022」に基づき、人身取引対策に係る情勢に適切に対
処し、政府一体となった総合的かつ包括的な人身取引対策を

震災等の大きな災害の発生時に、不確かな情報に基づいて他人を不当
に扱ったり、偏見や差別を助長するような情報を発信したりするなど
の行動は、人権侵害に当たり得るだけでなく、避難や復興の妨げにも
なりかねません。

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、被災地域が東日本全域に及び、
甚大な人的・物的被害をもたらした未曾有の大災害です。地震と津波に伴い発生
した東京電力福島第一原子力発電所事故は、被害をより深刻なものとしました。
また、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う風評に基づく偏見や差別が今な
お懸念されています。
　法務省の人権擁護機関では、風評に基づく差別的取扱い等、
災害に伴って生起する様々な人権問題に対処するとともに、
新たな人権問題の発生を防止するため、被災者の心のケアを
含めた人権相談に応じています。また、シンポジウムの開催、
啓発動画の配信等の各種人権啓発活動を実施しています。 

■性的マイノリティに関する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数
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震災等の災害に起因する人権問題17
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